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本稿中の略語の意義は，次の通りである。
規制委：原子力規制委員会
新規制基準：炉規法以下の法令，規制委の内規類の定めに基づく原発安全規制の総称
炉規法：核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号）
設置許可基準規則：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規
則（平成 25 年規制委規則第 5 号）
設置許可基準規則解釈：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関す
る規則の解釈（平成 25 年 6 月 19 日規制委決定）《http://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/
kettei/02/02_01_jitsuyoro_shinsa_naiki.html》
火山ガイド：原子力発電所の火山影響評価ガイド（平成 25 年 6 月 19 日規制委決定）《http://
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www.nsr.go.jp/disclosure/committee/kettei/02/kisei_naiki.html》
審査会合：原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合
関電：関西電力株式会社
四
よん
電
でん
：四国電力株式会社
九電：九州電力株式会社
Ⅰ　は じ め に
　原発の運転差止めを求めた民事裁判（大部分は仮処分命令の申立て）のうち，いわゆる「3・
11」から本稿脱稿時（2018 年 9 月末）までに何らかの媒体に判決・決定が公表されたも
のは，筆者の把握している限りで表 1（筆者作成）の通りである 1）。どのように表記すれ
ば参照に便であるか多少考えたのであるが，号機ごとに時系列で示すこととした。いず
れも住民側が原告（債権者）になっており，その逆，例えば，電力会社が原告あるいは
債権者となって，住民に対して運転差止め義務不存在確認を求める，といった形をとっ
た事例は見当たらない。
表 1　「3・11」以後の原発関係裁判
原　発 符　号 裁　　　　　判
大飯 3・4 号機
大飯①
大阪地決平成 25・4・16（判時 2193 号 44 頁）　仮処分命令申立て却下
新規制基準施行前の事例。いわゆる「ストレステスト」，「四大臣基準」
など，福島第一原発事故後の諸措置は，相当な根拠と合理性を有して
いる。
大飯②
大阪高決平成 26・5・9（判例体系 28222124）　仮処分命令申立て却下
大飯①の即時抗告審。ただし，大飯①決定後に原発が停止したため，
申立ての趣旨を，運転の停止から再稼働の差止めへ交換的に変更。設
置変更許可申請に対して規制委が判断を示していない段階では，再稼
動が差し迫っているとはいえないから，保全の必要性がない。
大飯③
福井地判平成 26・5・21（判時 2228 号 72 頁）　請求認容
関西電力が策定した基準地震動には信頼性が欠ける。新規制基準は，
外部電源・主給水系の強度を上げるなどの措置をとっておらず，緩や
かすぎて合理性に欠ける。
大飯④
大津地決平成 26・11・27（LEX/DB25505351）仮処分命令申立て却下
設置変更許可申請に対して規制委が判断を示していない段階では，再
稼動が差し迫っているとはいえないから，保全の必要性がない。
大飯⑤
福井地決平成 27・12・24（判時 2290 号 73 頁）　仮処分命令申立て却下
設置変更許可申請に対して規制委が判断を示していない段階では，再
稼動が差し迫っているとはいえないから，保全の必要性がない。
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大飯 3・4 号機 大飯⑥
名古屋高金沢支判平成 30・7・4（弁護団 Website 2））　原判決取消し・
請求棄却
大飯③の控訴審。新規制基準は，手続面でも実体面でも炉規法はじめ
関係法令に違反していない。現行法制度が原子力発電を認めている以上，
地震動に関しても，最新の科学的・専門技術的知見に照らしてその想
定が合理的か否かが問われるべきである。
高浜 3・4 号機
高浜① 大津地決平成 26・11・27（
LEX/DB25505351）　仮処分命令申立て却下
大飯④と同一事件。
高浜②
福井地決平成 27・4・14（判時 2290 号 13 頁）　仮処分命令申立て認容
新規制基準は，基準地震動の策定基準を見直すなどの措置をとってお
らず，緩やかにすぎて合理性に欠ける。
高浜③
福井地決平成 27・12・24（判時 2290 号 29 頁）　原決定取消し・仮処
分命令申立て却下
高浜②の保全異議審。基準地震動に関する新規制規準の内容に不合理
な点はなく，関電の基準地震動策定の過程も合理的である。
高浜④
大津地決平成 28・3・9（判時 2290 号 75 頁）　仮処分命令申立て認容
新規制基準そのものに合理性がないとはいえないが，関電による基準
地震動の策定には，震源となるべき断層の端を定め得なかったなど，
危惧すべき点がある。
高浜⑤
大津地決平成 28・6・17（判例体系 28242382）　仮処分執行停止申立て
却下
高浜④に対する執行停止申立て。原決定の取消しの原因となることが
明らかな事情があるとはいえない。
高浜⑥ 大津地決平成 28・7・12（判例体系 28243048）　仮処分決定認可高浜④の保全異議審。原決定の理由を若干補正して引用。
高浜⑦
大阪高決平成 29・3・28（判時 2334 号 3 頁）　原決定（高浜⑥）およ
び高浜④取消し・仮処分命令申立て却下
高浜⑥の保全抗告審。関電による基準地震動の策定には，不合理な点
はない。
高浜⑧
大阪地決平成 30・3・30（弁護団Website）　仮処分命令申立て却下
ミサイルの破壊措置命令（自衛隊法82条の3第1項・3項に基づくもの）
が失効するまで，運転の差止めを求めるもの。北朝鮮が高浜原発をミ
サイル攻撃する具体的危険があることが疎明されていない。
伊方 3 号機
伊方①
広島地決平成 29・3・30（判時 2357・2358 合併号 160 頁）　仮処分命
令申立て却下
破局的噴火の可能性が相応の根拠をもって示されているとはいえない。
伊方②
松山地決平成 29・7・21（判例体系 28252699）　仮処分命令申立て却下
学界の知見や四電が行った地質調査の結果などから見て，阿蘇4噴火〔後
述〕の火砕流が原発サイトに到達していないという判断には合理性が
ある。
伊方③
広島高決平成 29・12・13（判時 2357・2358 合併号 300 頁）　原決定取
消し・仮処分命令申立て認容
伊方①の即時抗告審。原発の運用期間中に阿蘇が破局的噴火を起こす
可能性が十分に小さいとも，それによって火砕流が原発サイトに到達
する可能性が十分に小さいとも，いえない。
伊方④
広島高決平成 30・9・25（弁護団Website）　原決定取消し・抗告棄却
伊方③の保全異議審。破局的噴火の可能性が相応の根拠をもって示さ
れているとはいえない。
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伊方 3 号機 伊方⑤
大分地決平成 30・9・28（弁護団Website）　仮処分命令申立て却下
VEI 6 以上の巨大噴火については，原発の運用期間中にそれが生じる
ことが差し迫ったものとはいえないということが，債務者によって相
当の根拠，資料をもって示されれば，立地不適とせずとも原発の有す
る危険性が社会通念上無視し得る程度にまで管理され，客観的に見て
安全性に欠けるところがないと評価することができる。
玄海 3・4 号機
玄海①
佐賀地決平成 29・6・13（判例体系 28251772）　仮処分命令申立て却下
基準地震動に関する規制委の審査基準は合理的であり，適合性審査の
過程にも看過し難い過誤や欠落はなかった。火山に関する説示なし。
玄海②
佐賀地決平成 30・3・20（弁護団Website）　仮処分命令申立て却下
阿蘇が破局的噴火直前の状況にはない，という九電の評価は合理的で
ある。
川　内
川内①
鹿児島地決平成 27・4・22（判時 2290 号 147 頁）　仮処分命令申立て
却下
火山ガイドの内容に明らかに不合理な点はなく，破局的噴火の頻度は
小さいという認識は専門家の間で共有されており，火山事象の影響評
価に不合理な点はない。
川内②
福岡高宮崎支決平成 28・4・6（判時 2290 号 90 頁）　抗告棄却
川内①の即時抗告審。阿蘇の破局的噴火の可能性に関する九電の評価
には不合理な点があるが，その可能性が相応の根拠をもって示されて
いるとはいえない。
大　間 大間① 函館地判平成 30・3・19（弁護団
Website）　請求棄却
火山ガイドの定める個別評価対象火山の抽出手順は，合理的である。
　これらのうち，伊方①～⑤，玄海②，川内①・②，大間①では，火山が重要争点のひ
とつになった。単純化すれば，大間①を除く事件では，九州中南部の巨大カルデラが，
原発の運用期間中に破局的な巨大噴火を起こす可能性があるか，あるとして，その火砕
流が発電所サイトまで到達する可能性があるか，が争点となったのである。その中でも，
本稿は，伊方③に注目し，同決定が火山に関する自然科学的な知見といかに関わり合っ
たかを検討する。
　よく知られているように伊方③は，極く最近に伊方④によって取り消されたとはいえ，
火山の影響を（唯一の）理由として仮処分命令の申立てを認容した最初の（そして，これ
までのところ唯一の）事例であり，また，3・11 以降，高裁レベルで差止めを認めた事例
としても最初であっただけに，少なからざる驚きをもって世間に迎えられた。原発の安
全規制の強化が，何よりも地震・津波の対策に力点をおいていることは周知の通りであ
り，それだけにいわゆる適合性審査においては，申請人たる電力各社はもとより，審査
に当たる規制委も，この問題に最大限の精力を注ぎ込んできた。3・11 から数えれば 7
年半，伊方 3 号機を含む適合性審査の第一陣申請がなされた 2013 年 7 月 8 日から数え
ても 5 年余を経た現在もなお，状況に大きな変化はないであろう。
　実際，伊方 3 号機に係る適合性審査の過程で，火山が事案の帰趨を制するほどに深刻
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な争点になるという認識は，四電側にはなかったのではないかと推測される。確かに，
水より密度の小さい火砕流が水面を流走することはよく知られており（小野ほか〔1983b〕，
早川〔1991〕363），伊方原発が阿蘇と海を隔てる位置にある一事をもってしては安心が
ならない。しかし四電は，そもそも第四紀火山自体が存在しないといわれる四国本島を
主な供給エリアとしていることもあって，よもや火山が躓きの石となろうとは思わなか
ったであろう。
　事情は，規制委にとっても同様であったと思われる。第 2 回審査会合（2013 年 7 月 23
日）に「資料 4」として提出された「四国電力（株）伊方発電所 3 号機の申請内容に係
る主要な論点」3）なる文書には，竜巻の影響評価についての言及はあったが，火山に関
するそれはないし，伊方 3 号機に係る火山の影響評価が主要議題となった第 27 回審査
会合（同年 10 月 2 日）においても，四電側が資料に基づいて説明したのを受けて質疑が
なされたが，原子力規制庁の担当者はむしろ九
くじゅうさん
重山の噴火による火山灰の堆積・層厚に
関心を示していた。ただ，島﨑邦彦規制委委員長代理（当時）が，ボーリング調査で阿
蘇 4 噴火（後述）の火砕流堆積物が発見されなかったとはいっても，年代から考えてむ
しろ発見されないのが当然で，火砕流が原発サイトに到達しなかった証拠にはならない
だろう，という指摘をしており，伊方③の決定内容をすでに知っている者には，後知恵
ながら示唆的に感じられる。しかしその島﨑氏とて，「おおむね火山の影響評価はでき
ている」という感想を漏らしていたのである 4）。
　その後も四電と規制委との間で火山をめぐるやり取りがなされたが，議論の大部分は
降下火山灰の影響についてであって，巨大噴火やそれに伴う火災流の到達可能性が真剣
に議論された形跡はない。火山列島日本にあって，火山灰の降下はいつ起きてもおかし
くない，しかも，原発はじめ大規模施設の操業や，道路など社会インフラの機能に重大
なダメージを与え得る事象であることを考えれば，関係者間での議論の力点がここにあ
ったこともよく理解できる。
　さて，伊方③の出現が世間に与えた驚きの原因は，単に「火山が原発を停めた」とい
う結論にだけあるのではない。決定文を仔細に読めば，ある種の違和感が残るのである。
この種の裁判の例に洩れず，伊方③でも以下のように多くの争点があり，裁判所はそれ
らに対して，決定文の「第 4　当裁判所の判断」のなかで逐一説示を加えている。
 1　司法審査の在り方
 2　新規制基準の合理性（総論）
 3　基準地震動策定の合理性
 4　耐震設計における重要度分類の合理性
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 5　使用済燃料ピット等に係る安全性
 6　地すべりと液状化現象による危険性
 7　制御棒挿入に係る危険性
 8　基準津波策定の合理性
 9　火山事象の影響による危険性
10　シビアアクシデント対策の合理性
11　テロリズム対策の合理性
　以上の 11 項目に関する説示は，判例時報（横書き 2 段組）で 80 頁弱に及んでいるが，
決定打となった 9 の火山関係のそれの占めるスペースは，足掛け 7 頁にすぎない。それ
に対して，この種の裁判における共通のメイン・イッシューともいうべき 3 の基準地震
動の策定については，30 頁余を費やして委曲を尽くした説示がなされており，新規制
基準の合理性から始まって，耐専式，松田式，入倉・三宅式などの経験式の妥当性やそ
の適用法，不確かさの考慮など，この種の裁判では馴染み深い論点について，四電の評
価を合理的であるとして，抗告人の多岐にわたる主張に対して具さに反駁を加え，いず
れも採用できないと結論づけている。ここまでは，表1の多くの裁判例と変わりがない。
それどころか，例えば，長大断層におけるすべり量の飽和という重大な論点 5）について，
四電・規制委の判断を支持すべく熱のこもった説示を展開しているようにさえ見える。
　ところが火山に関する語り口は一転して，噴火の長期予測ができない以上，原発の運
用期間中に巨大噴火に見舞われる可能性の大小はそもそも語り得ない，という諦念にも
似た認識が語られている。脱原発裁判の理論的支柱ともいうべき犀利な観察者が，「火
山事象による危険性の部分とそれ以外の部分で，文体も論理構成も全く違う」ところか
ら，「合議が分裂し，別々の裁判官が書いたものではないかと」推測する（海渡〔2018〕
28）所以である。実際，決定は，火山の影響評価として「立地不適」の判断をした以上，
この一点で結論は決まってしまったのであるから，何故，その余の点について四電・規
制委のために陳弁これ努めたのか，甚だ不審というほかない。
　そこで，待ってましたとばかりに，伊方③の裁判官―もし「別々の裁判官が書いた」
のだとすれば，火山の部分を執筆したであろう裁判官―は，科学に無知なので誤って
リスクゼロを求めたとか，甚だしきは，イデオロギー的に「偏向」しているとか言い募
る向きが現れた。右旋回を重ねる時勢に照らして無理はない。しかし何事にも早とちり
は禁物で，裁判である以上当然のことながら，批判するにしても，まずは決定文全体を
虚心坦懐に読んでからにするのが，大人の礼節というものであろう。本稿は，伊方③の
結論には同調し得ないが，膨大な文献資料を短期間に読みこなして決定に漕ぎ着けた裁
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判官の労苦に敬意を表して，せめても礼節を忘れない「読み」を心掛けたい。
　ところで，伊方③を読む作業に取り掛かるには多少の予備知識が必要で，とりわけ，
火山噴火の規模を表す「火山爆発指数」（VEI: Volcanic Explosivity Index）を知っておか
なければならない。VEIは，1982 年にクリストファー・ニューホールとスティーヴン・
セルフとが提唱し，その後広く用いられるようになった指数で，テフラ 6）の推定噴出量
（体積）で噴火の規模を定義するものである（表 2は，主として Newhall & Self 〔1982〕1232
に拠る）。
表 2　火山爆発指数
VEI テフラの量（㎥） 噴火の状況 噴火の様式 噴煙の高さ
0 ＜ 104 non‒explosive ハワイ式 ＜ 100m
1 104‒106 gentle ハワイ式 / ストロンボリ式 100‒1000m
2 106‒107 explosive ストロンボリ式 / ブルカノ式 1‒5km
3 107‒108 severe ブルカノ式 / プリニー式 3‒15km
4 108‒109 cataclimistic プリニー式 10‒25km
5 109‒1010 paroxysmal プリニー式 ＞ 25km
6 1010‒1011 colossal プリニー式 / ウルトラ・プリニー式 ＞ 25km
7 1011‒1012 super‒colossal プリニー式 / ウルトラ・プリニー式 ＞ 25km
8 ＞ 1012 mega‒colossal ウルトラ・プリニー式 ＞ 25km
　噴火の様式の詳細については，成書に委ねるが（例えば，シュミンケ〔2010〕155‒176，
吉田ほか〔2017〕128‒139），このうちプリニー式噴火（Plinian eruption）は，噴煙柱が成
層圏にまで達するほどの大規模噴火をいい，ヴェスヴィオ火山の噴火の様子をタキトゥ
ス宛ての書簡に綴った古代ローマの文人政治家，小プリニウスに因んで命名された（プ
リニウス〔1999〕230‒236）。なお，おおむね VEI7 以上のそれを「破局的噴火」と呼ぶ例
がある 7）ので，以下本稿でもそれに倣うが，もともと学術用語ではないので，以下では
例えば「巨大噴火」などという言葉と混用することがある。
　破局的噴火は，大きなカルデラを形成することが多いといわれる。日本では，図1（前
野〔2014〕59）に見られるように，それが北海道と九州とに集中しており，再稼働の先
陣を切った四国，九州の原発裁判で火山が焦点の一つとなることに必然性があった。具
体的には，伊方・玄海原発にあっては阿蘇カルデラが，また川内原発にあっては，阿蘇・
姶良・阿多・鬼界のほか，図 1には示されていない加久藤＝小林を加えた 5 つのカルデ
ラが，それである。
　このうち阿蘇カルデラについていえば，おおよそ 27 万年前，14 万年前，12 万年前，
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9 万年前に巨大な噴火を起こしたといわれる（小野ほか〔1983a〕77，渡辺〔2001〕18）。
学問上は各回の噴火（および，それに由来するテフラ）を，古い順に Aso‒1 ～ Aso‒4 と表
記するが，本稿では，阿蘇 4 などと表記することとする。その中でも阿蘇 4 は日本列島
最大級の噴火で，噴出物の体積は 600km3（6 × 1011m3）にものぼるといわれる 8）。表 2
を見れば，それが優に VEI7 クラスに達することがわかるであろう。
図 1　 第四紀後期に形成された大型カルデラ（直径＞ 10km）の位置と，
代表的な大規模カルデラによる広域火山灰と火砕流の分布
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　図中の K‒Ahなどの符号は，各回の噴火あるいは当該噴火によって堆積したテフラの
略号である。例えば K‒Ah は，約 7300 年前に起きたといわれる鬼界アカホヤ噴火，あ
るいはそれに由来するテフラを意味する。また，地図の右側には，各カルデラの噴火の
年代とその規模とが目盛り上で示されており，例えば，姶良カルデラの AT 噴火は約 3
万年前に起き，その規模は VEI7 であったことがわかる。因みに，AT の A はいうまで
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もなく姶良を示すが，Tは関東地方の丹沢山地の頭文字に由来する。「丹沢パミス」（TnP）
と呼ばれた地層の供給源が姶良カルデラであることを，町田洋・新井房夫の両教授（こ
の分野での不朽の著作というべき町田＝新井〔2003〕の共著者）が究明したからである（町田
＝新井〔1976〕340‒344，新東〔2006〕9）。
Ⅱ　新規制基準と四電の火山影響評価
1 ．法　令　等
　伊方①～⑤は，伊方 3 号機について四電が 2013 年 7 月 8 日に原子炉の変更の許可（炉
規法 43 条の 3 の 8 第 1 項本文）を申請し―世上，誤って「再稼働の申請」などと呼ばれ
る―，それに対して，2015 年 7 月 15 日に許可処分がなされたことを機縁として提起さ
れた。原子炉の変更の許可は，業界では「設置変更許可」と言い倣わされているので，
本稿でも以下それに従う 9）。純然たる民事訴訟（保全訴訟）ではあるが，その実質は，
新規制基準・それに基づく四電の評価・さらにその評価についての規制委の審査，の合
理性を争うものであったので，以下，設置変更許可の根拠法令について概観する。
　発電用原子炉を設置し，またはそれを変更するには規制委の許可を要する（炉規法 43
条の 3 の 5 第 1 項，43 条の 3 の 8 第 1 項本文）。よく知られているように，設置許可の要件
を定める炉規法 43 条の 3 の 6 第 1 項各号は，設置変更許可についてもそっくりそのま
ま準用されており（43 条の 3 の 8 第 2 項），両許可処分の要件はまったく同一であるが，
そのうち最も重要なものが，同項 4 号の要件，いわゆる 4 号要件である。
　発電用原子炉施設の位置，構造及び設備が核燃料物質若しくは核燃料物質によつて汚染さ
れた物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がないものとして原子力規制委員会規則で
定める基準に適合するものであること。
　同号の「原子力規制委員会規則」がすなわち設置許可基準規則であり，火山との関係
では以下の規定が置かれている。
　（外部からの衝撃による損傷の防止）
第  6 条①　安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項において同じ。）
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が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければならない。
② 　重要安全施設は，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自
然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に生ずる応力を適切に
考慮したものでなければならない。
③　　（略）
　しかしこの段階では，「自然現象」とはいうものの「火山」という文言は現れておらず，
具体的に何が要求されているか定かでない。その欠を補うのが，まずは規制委の内規（講
学上の「行政規則」）たる設置許可基準規則解釈の記述である。
第 6 条（外部からの衝撃による損傷の防止）
1  　第 6 条は，設計基準において想定される自然現象（地震及び津波を除く。）に対して，
安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故
等対処設備を含む。）への措置を含む。
2  　第 1 項に規定する「想定される自然現象」とは，敷地の自然環境を基に，洪水，風（台
風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象又は森林火災
等から適用されるものをいう。
3  　第 1 項に規定する「想定される自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合にお
いても安全機能を損なわないもの」とは，設計上の考慮を要する自然現象又はその組み合
わせに遭遇した場合において，自然事象そのものがもたらす環境条件及びその結果として
施設で生じ得る環境条件において，その設備が有する安全機能が達成されることをいう。
4 　（略）
5  　第 2 項に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象」とは，対
象となる自然現象に対応して，最新の科学的技術的知見を踏まえて適切に予想されるもの
をいう。なお，過去の記録，現地調査の結果及び最新知見等を参考にして，必要のある場
合には，異種の自然現象を重畳させるものとする。
　ここで初めて「火山の影響」への言及があるが，それでも火山事象が 4 号要件との関
係でいかなる意味をもつのかは，依然としてはっきりしない。それを明らかにしたのが
火山ガイドである。なお，上記の設置許可基準規則の規定中，「安全施設」とは「設計
基準対象施設のうち，安全機能を有するもの」をいい（同規則2条 8号），「重要安全施設」
とは，安全施設のうち，安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するものをいう（同
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条 9 号）。このうち重要安全施設とは，上では（略）とした設置許可基準規則解釈 6 条 4
項において，「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」10）（平
成 2 年 8 月 30 日原子力安全委員会決定）の「Ⅴ．2．⑵自然現象に対する設計上の考慮」
に示されるものとする，と定義されている。具体的には，例えば，原子炉冷却材圧力バ
ウンダリのように，それが損傷または故障すると，炉心の著しい損傷を引き起こすおそ
れがあるような機能を有する機器などである。
　火山ガイドによれば，火山の影響評価は，大きく，「立地評価」と「影響評価」とに
分かれる。いささか紛らわしいが，上位概念としての「火山の影響評価」は，第一段階
の立地評価と，第二段階の（いわば狭義の）影響評価とから構成されるのである。立地
評価では，「設計対応不可能な火山事象が原子力発電所の運用期間中に影響を及ぼす可
能性の評価を行う」。その可能性が「十分小さい」とはいえない，と判断されれば，当
該サイトは原発立地として不適とされる。立地不適とされなければ，影響評価に進む。
影響評価では，主として降下火山灰の影響の評価を行うが，本稿ではその詳細には立ち
入らない。
　立地評価でいう「設計対応不可能な火山事象」には，
　　　火砕物密度流
　　　溶岩流
　　　岩屑なだれ・地滑り・斜面崩壊
　　　新しい火口の開口
　　　地殻変動
の 5 事象が挙げられているが，主として問題とされるのは火砕物密度流であるので，
以下これに代表させることとする。なお，火砕物密度流の定義も面倒ではあるが，「火
砕流」を意味すると考えておけば十分であろう。したがって，立地評価とは，火山噴火
の火砕流が運用期間中に当該原発サイトに到達する可能性が十分小さいといえるか否か，
を評価することである。
2 ．評価の流れ
　火山ガイドが定める作業の流れ，および，これに従って四電が行った評価の具体的な
内容は，以下の通りである。なお四電は，当初の設置変更許可申請（上記のように 2013
年 7 月 8 日付でなされた）の後，3 次にわたって一部補正を行った（2015 年 4 月 14 日付，
同年 5 月 11 日付，同年 6 月 30 日付）11）。その結果，申請当初，独立した火山としていた根
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子岳・阿蘇カルデラ・阿蘇山・先阿蘇の 4 山を「阿蘇」1 山に包括し，また，運用期間
中の噴火可能性について，典拠となる文献や最大噴火規模の記述を整理するなど，実質
を伴う変更がなされたが，煩を避けるため，詳細は四電自身の文書 12）に委ねる。また，
以下で「噴火」とあるのは，火山ガイドの原文では「火山活動」となっており，噴火の
ほか，貫入，熱水活動，火山性地震などが含まれるとされているが，ここでは，噴火に
代表させておく。
A　第四紀火山の抽出
　地理的領域（サイトから半径 160km 以内の領域）にある第四紀に活動した履歴のある火
山（第四紀火山）を数え上げる。地理的領域が 160km とされているのは，日本列島にお
ける過去最大級の噴火であった阿蘇 4 の火砕流堆積物が，給源から北北東に 160km 離
れた山口県萩市周辺にも分布している（早川〔1991〕，宝田ほか〔2016〕）ためである。
　四電は，地理的領域内に 42 の第四紀火山を抽出した。
図 2　四電が抽出した第四紀火山 13）
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B　完新世火山の抽出
　次に，地理的領域内の第四紀火山から，完新世に噴火した火山（いわゆる「活火山」14））
を抽出する。完新世火山は，すべて，個別評価対象火山となる。
　なお，「第四紀」「完新世」の意義について，日本第四紀学会のWebsiteでは，次のよ
うに説明されている 15）。
　「第四紀」（だいよんき）とは，地球の 46 億年にわたる長い歴史の中で，現在を含む最も
新しい時代で，地球上に人類が進化・拡散し，活動している時代である。年代的には約 260
万年前から現在までの期間で，大きく更新世（第四紀はじめから 1.15 万年前まで）と完新
世（それ以後現在まで）に 2 分される。第四紀は，高緯度の大陸に大規模な氷床が分布し，
地球気候の寒冷化と温暖化が交互に起こり，それに伴い北半球の氷床や山岳氷河の拡大と縮
小・世界的な海面の低下と上昇・植物や動物などの生物分布域の移動などがくりかえしおこ
った，自然環境変化の激しい時代である。
　したがって第四紀火山とは，約 260 万年前から現在に至るまでの間に活動した履歴が
知られている火山のことである。
C　個別評価対象火山の特定
　完新世火山を除く第四紀火山については，過去の噴火を示す階段ダイヤグラムにおい
て，噴火が終息する傾向が顕著であり，最後の噴火終了からの期間が過去の最大休止期
間より長い等，将来の噴火可能性がないと判断できる場合は，噴火に関する個別評価の
対象外とする。それ以外の火山は，将来の噴火可能性が否定できない火山として個別評
価の対象となる。
　すなわち，地理的領域内の火山のうち，
ⅰ　完新世火山
ⅱ　完新世火山以外の第四紀火山であって，将来の噴火可能性を否定できないもの
が，個別評価の対象となる。
　なお，階段ダイヤグラムの一例を次に掲げる。
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図 3　阿蘇カルデラの階段ダイヤグラムの一例 16）
　地理的領域内に上記のⅰ・ⅱがいずれも存在しないケース，さらには第四紀火山がそ
もそも存在しないケースは理論上想定でき，火山ガイドもそれに備えて，火山灰の影響
評価に進むよう指示しているが，火山列島の名に相応しいというべきか，いわゆる再稼
働の申請がなされている原発でこうしたケースは存在しない。
　さて，四電の評価によれば，完新世火山（上記のⅰ）は，サイトに近い順に次の 5 山
である（括弧内は，サイトからの距離）。
①　鶴見岳（85km）
②　由布岳（89km）
③　九重山（108km）
④　阿蘇（130km）
⑤　阿武火山群（130km）
　また，完新世に噴火を起こしてはいないが，将来の噴火可能性を否定できないもの（上
記のⅱ）は，次の 2 山である（同上）。
⑥　姫島（65km）
⑦　高平火山群（89km）
　以上の①～⑦について，D以下の個別評価がなされた。
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D　噴火の可能性の評価
　個別評価対象火山について，文献調査・地形調査・地質調査・火山学的調査のほか，
地球物理学的・地球化学的調査を必要に応じて行い，これらから得られた知見をもとに，
原発の運用期間中に噴火の可能性があるか否かを評価する。噴火の可能性が十分小さい
と判断できない場合には，E以下に従って，噴火規模と火砕流の到達可能性の評価を行う。
E　噴火規模の評価
　個別評価対象火山の調査結果（上の D）から噴火規模を推定する。調査結果から噴火
の規模を推定できない場合は，当該火山の過去最大の噴火規模とする。
F　火砕流が到達する可能性の評価
　Eで設定した規模の噴火が起きた場合，以下の⒜～⒞に従って，火砕流が原発サイト
に到達する可能性が十分小さいかどうかを評価する。
⒜ 　当該火山の調査から噴火規模を設定した場合　類似の火山における火砕流の到達範
囲を参考に判断する。
⒝　過去最大の噴火規模から設定した場合　火砕流の痕跡等から影響範囲を判断する。
⒞ 　いずれの方法によっても影響範囲を判断できない場合　火砕流の国内既往最大到達
距離を影響範囲とする。
G　立地の適・不適の判断
　以上の結果，火砕流が到達する可能性が十分小さいと評価できない場合には，上述の
ように，当該サイトは原発の立地としては不適となる。
　上の Eの作業の結果，原発の運用期間中の噴火可能性が十分小さいと判断された場合，
あるいは，噴火可能性が十分小さいとは判断されなかった場合でも，上の Fの作業の
結果，火砕流の到達可能性が十分小さいと判断された場合には，影響評価に進む。
　ただし，当該火山について，既往最大規模の噴火により火砕流が原発サイトに到達し
たと考えられる場合には，火山活動のモニタリングを実施することが求められる。やや
分かりにくい表現であるが，当該火山の噴火による火砕流が原発サイトに到達したこと
が過去にあったと考えられる場合であっても，当該原発の運用期間中において，噴火の
可能性が十分小さいか，あるいは，火砕流の到達可能性が十分小さい，と評価されるな
らば，立地不適とはならず，火山活動のモニタリングを行うこととなるのである。現に，
玄海・川内の両原発について，このモニタリングが実施されている 17）。火山活動のモ
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ニタリングは，噴火の可能性が十分小さいことを継続的に確認することを目的として，
原発の運用期間中実施されるもので，監視項目は，地震活動，地殻変動，火山ガスなど
である。モニタリングの結果は，火山専門家などの第三者の助言を得ながら定期的に評
価され，状況に変化のないことを確認しなければならない。また，噴火の兆候を把握し
た場合の対処方針（原子炉の停止，核燃料の搬出を含む）を定めなければならない。
　上の①～⑦のうち，④阿蘇を除く個別評価対象火山についての四電の評価は，表3（設
置変更許可申請書の拠る）のようであった。なお，⑦高平火山群は，①鶴見岳の下位に位
置する火山群であって，その活動は鶴見岳のそれに包含されている，というのが四電の
立場であるため，表 3における個別評価の対象は 5 山となっている。
表 3　四電による個別評価対象火山の評価（阿蘇を除く）
火　山 評　　　　価
①鶴見岳
（⑦を含む）
　鶴見岳を起源とする大規模火砕流は知られておらず，発電所に影響を及ぼす
可能性はない。また，完新世以前の噴火規模については報告がなく，完新世で
最大規模の鶴見岳山頂溶岩噴火（10.6 ～ 7.3ka，噴出量 0.15km3）は，敷地に影
響を及ぼす可能性のない溶岩主体の噴火である。
②由布岳
　完新世以前の噴火規模についての報告がなく，完新世で最大規模の噴火は，
2ka 噴火（噴出量 0.207km3）とされている。由布岳を起源とする大規模火砕流
は知られておらず，発電所に影響を及ぼす可能性はない。
③九重山
　九重山を起源とする比較的大規模な火砕流として，宮城火砕流（150 ～
140ka），下坂田火砕流（110ka），飯田火砕流（80 ～ 70ka）があるが，最大規
模の飯田火砕流でも，火砕流堆積物（推定体積 5km3）の分布は九州内陸部に限
られ，発電所に影響を及ぼす可能性はない。
⑤阿武火山群
　約 80 万年前の以降の後期阿武単成火山活動の噴出量は約 2.95km，過去の噴
火規模（溶岩の体積）は 0.001 ～ 0.75 km3 である。阿武火山群を起源とする大
規模火砕流や広域火山灰は知られておらず，発電所に影響を及ぼす可能性はない。
⑥姫島
　全活動期間の約 20 万年間（約 30 万年～ 10 万年）に 7 回以上の活動があり，
平均活動間隔は数万年程度であるのに，最新活動から約 10 万年が経過している。
現在，姫島に噴気活動はなく，地下深部に流体移動の関与を示唆する低周波地
震も認められない。以上から，運用期間中に噴火する可能性はない。
　残る，しかし最大の問題は④阿蘇である。最新の破局的噴火である阿蘇 4 から現在ま
での時間が，過去の破局的噴火間の最短間隔，すなわち阿蘇 2 と阿蘇 3 との間の 2 ～ 3
万年よりも長いことは，一つの懸念材料であるといわなければならない。しかし四電は，
この点は認めつつも，以下の諸点を挙げ，「現在のマグマ溜まりは破局的噴火直前の状
態ではなく，今後も，現在の噴火ステージが継続するものと判断」した 18）。
① 　Nagaoka 〔1988〕 を参考にすると，現在の阿蘇山の活動は，多様な噴火様式の小
規模噴火を繰り返しているところから，後カルデラ火山噴火ステージと判断される。
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② 　Sudo & Kong 〔2001〕 によると，地震波低速度構造において，地下 6km に小規
模なマグマ溜まりは認められるものの，大規模なマグマ溜まりは認められない。
③ 　高倉ほか〔2000〕によると，阿蘇カルデラの地下 10km 以浅にマグマと予想され
る低比抵抗域は認められない。
④ 　三好ほか〔2005〕によると，阿蘇 4 噴火以降の火山岩の分布とその組成から，大
規模な流紋岩質～デイサイト質マグマ溜まりは想定されない。
⑤ 　国土地理院による電子基準点の解析結果によると，マグマ溜まりの顕著な増大を
示唆する基線変化は認められない。 
　以上の知見から四電は，上の Eに従って，文献調査の結果，運用期間中に少なくと
も破局的噴火が起こる可能性はないと評価したことになる。とはいえ，阿蘇カルデラの
中岳が活動を繰り返している一事をもってしても，運用期間中の噴火可能性を全否定す
ることはできない。そこで四電は，上の Fの⒝に従って，運用期間中の噴火規模とし
て（第四紀全体を視野に入れるのではなく）後カルデラ火山噴火ステージである阿蘇山
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
で
の既往最大噴火規模，すなわち阿蘇草
くさ
千
せん
里
り
ヶ
が
浜
はま
噴火（町田＝新井〔2003〕112 によれば，3
万年より前）を考慮した。しかし，その噴出量は約 2km3 であり，また，阿蘇山起源の
火砕流堆積物の分布は阿蘇カルデラ内に限られるから，発電所に影響を及ぼす可能性は
ない，と評価されたのである。
　かくして，四電は，運用期間中の噴火の可能性がそもそもないと見た⑥姫島以外の 5
山について，火砕流はじめ設計対応不可能な火山事象が原発に影響を及ぼす可能性があ
るか否かを総括して，次のように結論づけた。
　火砕物密度流については，個々の火山における過去の火砕流堆積物の分布は九州あるいは
山口県の内陸部に限定され，敷地の位置する四国まで到達するとは考えられない。溶岩流及
び岩屑なだれについては，いずれの火山も敷地から 50km 以遠に位置するので影響ない。新
しい火口の開口及び地殻変動については，敷地は山口県から別府湾に至る火山フロントから
十分な離隔があり，問題となるものではない。
　以上より，設計対応不可能な火山事象の敷地への到達はなく，立地に問題ないと評価される。
3 ．規制委の判断
　伊方 3 号機の設置変更許可処分の審査書は，全体で 4 百頁余に及ぶが，立地評価に関
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する部分は 2 頁足らずしかなく，その結論は，以下のように極く簡潔である 19）。
　規制委員会は，申請者が実施した本発電所の運用期間における火山活動に関する個別評価
は，活動履歴の把握，地球物理学的手法によるマグマ溜まりの存在や規模等に関する知見に
基づいており，火山ガイドを踏まえていることを確認した。
　また，規制委員会は，申請者が本発電所の運用期間に設計対応不可能な火山事象が本発電
所に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと評価していることは妥当であると判断した。
　後にⅢで見るように，四電は，阿蘇 4 の火砕流でさえ原発サイトに到達していない，
と評価していた。そして，その評価を規制委が是認しているのであるから，上の Gで
述べたところによれば火山活動のモニタリングを実施する必要もないこととなろう。す
でにⅠで見たように，この段階では規制委も，火山を重大なファクターとは考えていな
かったと推測される。
 （次号に続く）
注
1 ） このほか，玄海 3 号機について，「メロックス社製 MOX 燃料を使用して運転してはならない」
旨の請求の当否が争われた佐賀地判平成27・3・20（判例体系28231432）（請求棄却），その控訴審，
福岡高判平成 28・6・27（判例体系 28242770）（控訴棄却）があるが，原発の運転それ自体の差止
めを求めた事例ではないので，本稿では触れない。
2 ） 脱原発弁護団全国連絡会の Website。ここには，同弁護団が関わった原発関係裁判の各種資料
《http://www.datsugenpatsu.org/bengodan/list/》が網羅されており，その資料的価値は極めて高い。
3 ） 作成者のクレジットはないが，原子力規制庁が用意したものであろう。《http://www.nsr.go.jp/
disclosure/committee/yuushikisya/tekigousei/power_plants/h25fy/20130723.html》
4 ） 第 27 回審査会合《 http://www.nsr.go.jp/disclosure/committee/yuushikisya/tekigousei/power_
plants/h25fy/index.html》議事録 12‒17 頁。
5 ） 判時 2357・2358 合併号 225‒221 頁。
6 ） テフラ（tephra）とは，爆発的噴火により火山ガスとともにバラバラの固体の破片として噴出
される火山灰（volcanic ash），軽石（pumice）などの総称であり，連続した液体として噴出され
る溶岩（lava）と区別される。火砕物（火山砕屑物，pyroclastic deposits）と同義。火山灰には，
粒径 2‒4㎜以下の細粒物に限る用法があるため，テフラ（あるいは，火砕物，火山砕屑物）とい
う言葉が用いられる。町田＝新井〔2003〕7。テフラに関連する諸術語の関係については，同頁
の表 2 を参照。
7 ） 「破局的噴火」という言葉は，小説家，石黒耀が「山体が崩壊するほどの大噴火」（石黒〔2008〕
24）の意味で使い始めてから，広く用いられるようになったようである。
8 ） 宝田ほか〔2016〕は，阿蘇 4 の火砕流堆積物の総噴出量（DRE〔Dense Rock Equivalent〕に
換算したもの）を推計する試みで，現存の体積を 17km3，復元した噴火当時の体積を，最小
140km3，最大 410km3，平均 270km3 と算出している。かりに見かけの体積を DRE の 2.5 倍とす
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ると，最小 350km3，最大 1025km3，平均 675km3 となり，さまざまな文献で見かける 600km3 と
いう数字に近くなる。
9 ） 設置変更許可を得ることがなぜ必要であるのかについては，安念〔2014〕で説明した。
10） 《search.e-gov.go.jp/servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000050228》
11） 各補正書のオリジナルは，規制委のWebsite《http://www.nsr.go.jp/activity/regula tion/reactor/
kisei/shinsa/shinsa1.html》で閲覧できる。ただし，2013 年 7 月 8 日の当初の申請書は，数か月
前まではアップされていたが（だからこそ，私の手許にもプリントアウトしたコピーがある），現
在は削除されてしまったようである。
12） 四電「伊方発電所 3 号炉　設置変更許可申請書　添付六のうち『8．火山』　比較表（対平成 25
年 7 月申請）」（2015 年 5 月 22 日付）《www.nsr.go.jp/data/000107927.pdf》。
13） 四電「伊方発電所火山影響評価について」（第 210 回審査会合〔2015 年 3 月 20 日〕資料 3‒6‒1）
《http://www.nsr.go.jp/data/000100925.pdf》スライド 14。
14） 2017 年に男体山が新規に指定された結果，いわゆる北方領土を含めた日本列島には，現在 111
の活火山がある。詳しくは，気象庁「日本活火山総覧」（第 4 版）《 https://www.data.jma.go.jp/
svd/vois/data/tokyo/STOCK/souran/menu_jma_hp.html》。
15） 日本第四紀学会「第四紀とは」《http://quaternary.jp/intro/daiyonki.html》。なお，第四紀の再
定義問題，すなわち，第四紀の始期が従来の約 181 万年前から約 260 万年前に変更された経緯に
ついては，日本第四紀学会「第四紀の定義」《http://quaternary.jp/news/teigi09.html》。
 　近年，地球環境に対する人間の影響が大きくなった 18 世紀後半（あるいは 1950 年頃）をもっ
て完新世は終了したと考え，それ以降を「人新世」（Anthropocene）と呼ぶべきだという提案が
なされている。オゾン層破壊の研究でノーベル化学賞を受賞したオランダの大気化学者パウル・
クルッツェン（Paul J. Crutzen, 1933‒）の提唱に係るものである（篠原〔2018〕76‒79，ボヌイ
ユ＝フレソズ〔2018〕第 1 章）。この概念は，地球科学の諸分野ではもとより，人文系の諸分野
でも次第に影響力を強めつつある。もっとも中村〔2017〕45 は，人類が滅亡への道を歩んでいる
ように見える以上，「『人新世』を地質時代として見届ける人はいないだろうから」，これを地質年
代として立てることに意味はない，という。
16） 国立研究開発法人産業技術総合研究所　地質調査総合センター「日本の主要第四紀火山の積算
マグマ噴出量階段図」（2015 年）《https://www.gsj.jp/data/openfile/no0613/52Aso.pdf》。
17） 2017 年度について，九電「川内原子力発電所及び玄海原子力発電所　火山活動のモニタリング
評価結果の報告について」（2018 年 6 月 15 日付）《http://www.kyuden.co.jp/nuclear_notice_180615.
html》。
18） 四電が依拠した Nagaoka 〔1988〕以下の文献については，「後カルデラ火山噴火ステージ」な
る概念も含めて，後にⅣで簡単に触れる。
19） 規制委「四国電力株式会社伊方発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（3 号原子炉施設の
変更）に関する審査書」《http://www.nsr.go.jp/disclosure/law/PWR/ 00000066.html》65 頁。
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